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中国進出企業の経営企画・海外事業戦略部門の皆様へ セミナーのご案内

～日系企業が直面する税務調査現場および対応策～
主催：太陽グラントソントン税理士法人

拝啓 時下ますますご清祥の段、お慶び申し上げます。

平素は格別のお引きたてを賜り厚く御礼申し上げます。

最近中国進出の日系企業が中国国税局から国際税務関連の質問状や調査通知を受けるケースが増えて

います。その中、中国法人の株式譲渡および日本親会社に支払う対価が否認される事例も少なくありま

せん。

その背景として、国家税務総局は 2014 年 7 月に「多額の費用の対外支払いに係る租税回避防止調査

に関する国家税務総局弁公庁の通知 (税総弁発［2014)146 号)」及び「株式譲渡に係る企業所得税の管

理徴収を強化する通知(税総函［2014)318 号)」を公布して以来、各省・市レベルの税務局は一斉に多額

な技術指導料やロイヤルティの海外送金および軽課税国を介した中国子会社の出資譲渡に対して調査を

始めました。

調査の現場においては、税収確保を重視した合理的な根拠に乏しい修正申告や、経済取引の実態に合

致しない書類作成が要求されるなどという税務行政の執行が企業経営上大きな不確定要素を与えてしま

うことが多く見受けられます。

本セミナーは、中国の税務調査の仕組みおよび最新法令を紹介したうえで、最近の日系企業が直面した税

務調査の事例を分析します。中国現地法人のタックスマネジメントを担当される皆様にとりまして、有益な

情報となればと考えております。財務税務、経営企画、並びに海外事業戦略にご担当の皆様におかれまし

ても、貴社の今後の中国ビジネスへの取組みにお役立て頂くべく、是非、本セミナーへご参加いただけ

れば幸いです。

敬具

太陽グラントソントン税理士法人

■開催概要

日 時 2015 年 1 月 23 日（金）

14:00~17:00（受付：13:30）

会 場 セミナールーム＠青山ビル

東京都港区北青山 1-2-3 青山ビル 9F

Tel：03-5770-8822

定 員 50 名（1 社 2 名様まで）

＊定員になり次第締め切らせていただきます。

参加対象 中国進出日本企業の経営企画・海外事業戦略部

門のご担当者など。

参 加 費 有 料 5,000 円（弊社顧客は無料です）

お申し込み http://www.grantthornton.jp/library/seminar/index.html
＊上記ホームページ 情報ライブラリ＞セミナー情報＞申し込み受付中 よりお申し込み下さい。

＊お申し込み受付後、受講確認のご連絡を e-mail にてお送りします。

お問合せ 太陽グラントソントン税理士法人 担当：辻 望 Tel: 03-5770-8822 E-mail: info@jp.gt.com

個人情報の取り扱いについて：お申込みの際にご記入いただきました個人情報は、太陽グラントソントン税理士法人のプライバシーポリシーに

従って適切に管理いたします。取り扱い・管理の詳細については、太陽グラントソントン税理士法人 Web のプライバシーポリシーをご覧くだ

さい。http://www.gtjapan.jp/pvpolicy.html

http://www.grantthornton.jp/library/seminar/index.html
mailto:info@jp.gt.com
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■プログラム

13：30～ 開 場／受付開始

14：00～14：30 第１部 最新法令および日系企業の動向

・最新法令

・日系企業の最新動向

講師：阿部 裕子

太陽グラントソントン税理士法人

中国デスク マネージャー 税理士

■講師紹介 阿部 裕子（あべ ゆうこ）

2007 年税理士試験合格、2011 年税理士登録。2001 年より会計事務所にて

会計・税務業務に従事。2012 年より現職。

14：30～15：15 第 2 部 税務調査の仕組み

・中国の税務調査の基本

・税務調査の対応方法

講師：下岡 郁

太陽グラントソントン税理士法人

中国デスク パートナー 税理士

■講師紹介 下岡 郁（しもおか いく）

中国吉林省出身。中国政法大学法学部卒業。1993 年中国司法試験に合

格、中国の弁護士事務所で勤務。1994 年来日以来、日中ビジネス、主に

会計及び税務業務に従事。2000 年日本税理士試験合格。中国子会社の総

経理及び上海駐在員事務所の首席代表を経験して、現在中国デスクパート

ナー。

15：30～16：30 第 3 部 事例紹介

・本社管理費とコンサルティング費

・中国法人持分の間接譲渡課税

・日本親会社に支払うロイヤルティと PE 課税

講師：趙 朝陽

太陽グラントソントン税理士法人

中国デスク 米国公認会計士

■講師紹介 趙 朝陽（ちょう ちょうやん）

米国公認会計士

中国黒竜江省出身。2008 年米国公認会計士合格、ワシントン州ランセン

ス登録。

大手監査法人で日本国内上場会社監査、日本企業中国子会社の財務調査、

財務 DD などの業務に従事。2014 年より現職。

＊プログラム内容、講師については変更となる場合がございます。あらかじめご了承ください。

太陽グラントソントン税理士法人／太陽グラントソントン（グラントソントン加盟事務所）
グラントソントンは、世界 130 カ国以上・700 拠点以上をネットワークする国際会計事務所グループです。日本では、太陽グ
ラントソントン（太陽有限責任監査法人、太陽グラントソントン税理士法人、太陽グラントソントン株式会社、太陽グラント
ソントン社会保険労務士法人、太陽グラントソントン・アドバイザーズ株式会社）がグラントソントンの日本メンバーとし
て、国際水準の監査のほか、会計、税務、企業経営全般のコンサルティングサービスを提供しています。
太陽グラントソントングループ www.grantthornton.jp

税理士法人の主なサービス：国際/国内税務、グループ税制・連結納税スキーム設計、グループ間取引設計、税務リスク・スク
リーニング、移転価格税制コンサルティング、企業再編・M&A トランザクション、中国ビジネスコンサルティング、税務訴
訟、外資系企業に対する会計帳簿作成・給与計算、企業組織再編、クロスボーダー再編、株式公開 、資本戦略コンサルティン
グ 、株価・事業価値評価、ファミリービジネス向け総合コンサルティング、ファミリーオフィスサービス、事業承継対策、財
団法人設立・運営コンサルティング、財務・業務管理システムの導入・運用コンサルティング http://www.gtjapan.jp

海外ジャパンデスク
世界主要都市に日本語対応可能なプロフェッショナルを配し、現地法人・支店等の監査をはじめ、新規海外進出、進出後の税
務・会計規則へのコンプライアンス、M&A、また海外展開を戦略的に見直す場合のビジネスアドバイザリー等の幅広いサービ
スを日本語で提供しています。
中国（北京、上海、広州/香港） インド インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール 台湾 タイ ベトナム
米国（NY、シカゴ、サンフランシスコ、ロサンゼルス、アーバイン） メキシコ 英国


